
序 章

低成長時代を迎えた韓国
――その要因と社会経済的課題――

安 倍 誠

はじめに

２０００年代まで，韓国は躍動するアジア経済の一角に位置づけられていた。

とくに日本経済が「失われた２０年」と呼ばれるような経済停滞に落ち込み，

かつて世界をリードしていた日本の電機・電子メーカーや自動車メーカー

が競争力を失ったのとは対照的に，サムスンや LG，現代自動車といった韓

国メーカーが台頭して市場を席巻したことは「ダイナミック・コリア」の

強いイメージを世界の人々に与えたといえるだろう。しかし，２０１０年代に

入ると韓国内からは経済の減速に対する憂慮の声が強まっていった。それ

と同時に格差や貧困の問題もクローズアップされるようになっている。立

場の強い者の弱い者に対する理不尽な行動を指す「カプチル」（甲のふるま

い），世代を超えて格差が固定してしまっていることをいう「金の匙，土の

匙」といった言葉が流行語にまでなっている（１）。

本書は韓国の成長率の低下や格差拡大の原因と今後の展望について，最

新の経済・政策動向をふまえつつ明らかにすることを目的としている。序

章である本章では，第１節と第２節において韓国の低成長と格差・貧困問

題の全体像を示す。第３節では本書の構成と各章の内容を紹介する。最後

に，本書の内容をふまえつつ今後取り組むべき課題を提示して結びとする。
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第１節 低成長が続く韓国経済

１．GDP成長率の低下

韓国の成長率低下の傾向自体は，２０００年代に入ってからすでに明らかで

あった。１９９１～２０００年のGDP成長率は平均６．９％，通貨危機直前までの１９９１

～１９９７年に限ると７．９％と高い成長を維持していた。それが２００１～２０１０年に

は同４．４％，２０１１～２０１６年にはさらに同２．９％まで低下した。もちろん，２０１５

年の韓国のひとり当たり GDPは２万７千ドルと先進諸国とほぼ同水準に達

していることを考えると，ある程度の成長率の低下は避けられないであろ

う。近年，成長率の低下が先進国を含めた世界的な趨勢となっているから

なおさらである（Summers２０１６）。しかし，低下のペースが速く，かつ低迷

から抜け出す兆候もみられないことから，日本の「失われた２０年」と同じ

ような低成長の沼にはまってしまったのではないかという声が韓国内では

高まっている（産業研究院２０１５）。

成長の動向を詳しくみるために１９９０年代以降の韓国の需要項目別 GDP

成長率の推移を示したものが図序―１である。ここから１９９７年の通貨危機以

降，民間消費，それに固定資産形成という内需の伸びが鈍化したことがわ

かる。これに対して輸出は増加を続けて２０００年代の成長を支えていた。し

かし，その輸出が２０１０年代前半には大きく減速してしまっている。内需の

長期低迷に輸出の落ち込みまで加わって低成長が持続してしまっているの

が現在の韓国経済の姿である。

２．内需の低迷

ではなぜ内需が沈滞しているのだろうか。第一に考えられるのは，通貨

危機後の構造改革の影響である。通貨危機以前，韓国の企業は借り入れ依

存の経営を行っていたが，危機を契機に経営が悪化したため，債務の大規

模な削減を余儀なくされた。その後も政府が債務比率に上限を設定するな

ど財務の健全性を強く迫ったため，企業は以前のような借り入れをてこに
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した大胆な設備投資を行うことができず，投資全体が低迷することとなっ

た。さらに通貨危機後の構造改革は雇用にまで及んだ。企業は従業員の大

規模なリストラを行うとともに，その後も賃金の上昇や採用を抑制して労

働コストを増やさないように努めた。その結果，家計の所得は伸び悩むこ

とになったのである。図序―２には国民所得に占める家計可処分所得の割合

を示しているが，通貨危機直後の１９９８年をピークに２０１０年まで低下を続け，

その後も回復していないことがわかる。家計所得の伸び悩みにより，民間

消費が低迷することになったと考えられる（２）。

第二に，そして２０１０年代に入ってとくに深刻な問題となりつつあるのは

少子高齢化の影響である。韓国は短期間に急速な成長を遂げたために出生

率の低下のスピードが速く，それゆえに少子高齢化も急速なペースで進ん

でいる。一般に，社会において働き手が増えている社会を「人口ボーナス

社会」，逆に働き手が減っている社会を「人口オーナス社会」と呼ぶ。具体

的な指標として，生産年齢人口（１５～６４歳）が全人口に占める比率が上昇し

ているか，低下しているかで区別することが多い（小峰２０１０）。図序―３から

わかるように，韓国の生産年齢人口比率はすでに２０１２年をピークに低下し

図序―１ 需要項目別 GDP成長率

（出所） 韓国銀行経済統計システム（https://ecos.bok.or.kr）。
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始めている。日本のピークは１９９２年であり，韓国は日本に２０年遅れて人口

ボーナス社会から人口オーナス社会に転じたことになる。しかも今後，６５

歳以上の高齢者比率は急速に上昇し，２０６０年には日本に追いつくと予測さ

れている。

日本では生産年齢人口の減少と引退した高齢者人口の増加による個人所

得の落ち込みが消費の低迷を招いた可能性が指摘されている（藻谷２０１０）。

韓国では高齢者の増加に加えて，その下の世代である１９５５年から１９６３年生ま

れのいわゆる「ベビーブーム」世代も引退の時期を迎えている。韓国では

２０１３年の法改正によって企業の定年が５５歳から６０歳に引き上げられたものの，

５０代前半で「名誉退職」と呼ばれる早期退職勧奨がなされることが多い。

しかし再就職は難しく，パートタイムのような非正規職か，もしくは自ら

図序―２ 国民所得に占める家計・非営利団体の比率

（出所） 図序―１と同じ。
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自営業を起こすしかない。韓国の近年の自営業者数の増加の要因のひとつ

はこうした退職者の起業だが，飲食店やコンビニエンスストアなど過当競

争のため事業環境は苦しく，失敗は後を絶たないとされる。高齢者および

高齢者予備軍の将来不安による消費の萎縮が韓国においても現実のものと

なっていると考えられるのである（３）。

３．輸出のブレーキ――競争力問題――

内需の沈滞ばかりでなく，２０１０年代に入ると輸出の低迷も韓国の成長率

を押し下げることになった。その大きな要因のひとつはリーマンショック

以降の世界的な低成長傾向とそれによる貿易の収縮である。しかし，それ

だけでなく韓国固有の要因もあると考えられる。ここでは以下の二点を指

摘しておきたい。

第一は，中国産業の台頭である。周知のように中国は２０００年代に急速な

成長を実現した。とくに輸出を含め製造業の発展が著しかったが，韓国は

急拡大する中国に対しておもに部品や素材など中間財を供給する役割を担

図序―３ 生産年齢人口比率

（出所） 統計庁 国家統計ポータル（http://kosis.kr）。
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い，輸出主導の成長を実現した。当初，中国の製造業は軽工業や単純な組

立加工の段階にとどまっていたが，急速に高度化を実現し，重化学工業製

品の国内自給率を上昇させた。それにとどまらず造船や鉄鋼では世界第１

位の輸出国にまで浮上した。これはすなわち韓国製造業が重要な市場を失

うことを意味した。鉄鋼の場合は韓国市場にも流入して韓国企業の生存を

脅かしている。中国企業の急速な追い上げは携帯電話や LCDパネルなど IT

産業にまで広がっており，韓国産業の最後の砦ともいうべき半導体にまで

及ぼうとしている。

第二は，キャッチアップ段階の終了である。韓国はこれまで先進諸国へ

のキャッチアップという目標に向かって邁進してきた。その目標はある程

度達成して先進国とほぼ同等か，あるいはそれを凌駕する成果を上げてい

る産業もある。しかし，その成功はおもに技術的には他国で創造された技

術を吸収・改良することによるものだった。これからは創造的な技術を自

ら生み出して新たな製品を開発することが求められている。韓国内でも近

年，これまでの韓国産業は「すばやい追随者＝Fast Follower」として成功し

てきたが，「先行者＝First Mover」には成り得ていないとの声が強まってい

る。

しかし，従来のキャッチアップ型経済から創造型経済への転換は一朝一

夕で成し遂げられるものではないだろう。日本の「失われた２０年」のひと

つの要因はまさにキャッチアップの終了によるものであり（深尾２０１２），事

実，１９９０年代前半には自国産業に対して同様の認識がなされていた（竹内・

島田・伊丹１９９４，３１）。とくに韓国の場合，克服すべき課題が大きいと考えら

れるのは，韓国経済のこれまでの成長があまりに短期間に実現したために，

十分な技術基盤を蓄積できていない可能性があるからである。

それを表しているひとつの指標が，技術貿易収支の動向である。技術貿

易は特許や商標の販売やライセンシング，その他技術サービスの取引を指

している。日本の場合，長く赤字が続いていたが１９９３年に黒字に転換し，

その後急速に黒字幅を拡大してアメリカに次ぐ世界第２位の水準にまで達

している。これに対して韓国の技術貿易を示したものが図序―４である。韓

国の技術輸出額は拡大しているものの技術導入額の拡大も依然として大き

6



く，そのために技術貿易収支の赤字が縮小していない。このことはまだ韓

国において十分に産業技術が蓄積されていないことを示唆している（４）。

もちろん，他方では課題克服に向けた動きが進んでいることも事実であ

る。OECDの統計によれば，２０１５年における韓国の研究開発投資額の対GDP

比は４．２％であり，イスラエルと並んで世界で最も高い水準にある。投資額

自体も米国，中国，日本，ドイツに次いで世界第５位に達している。今後

は，引き続き活発に研究開発投資を行うとともに，研究開発がビジネスに

結びつけられるような企業内の体制整備や企業と大学・研究機関との協力

関係の強化が求められる。

４．持続的な成長への憂慮

成長率の低下傾向が続く結果，韓国経済の将来的な見通しも明るいもの

ではなくなっている。成長余力，すなわち潜在成長率が下がってしまって

図序―４ 技術貿易

（出所） 未来創造科学部ほか『技術貿易統計調査報告書』各年版。
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いる可能性が高いからである。設備投資の低迷によって資本ストックの伸

びは鈍化してしまっている。何よりも少子高齢化の進行による生産年齢人

口の減少は，そのまま労働供給の減少となるだろう。さらに，先にみたよ

うに技術の蓄積が十分でなく市場の先導者となりえていない産業の状況を

考えると，技術進歩が成長を主導すると楽観することもできない（５）。成長率

が今後も趨勢的に下落していくことが憂慮されるのである。

国際収支も将来的な不安を感じさせる趨勢となっている。いわゆる「国

際収支の発展段階説」によれば，一国経済が工業化を進めると，初期段階

の貿易収支と所得収支がともに赤字である「未成熟債務国」から，輸出に

より貿易収支が黒字化する「成熟債務国」へと移行する。さらに輸出が増

大すると貿易収支の黒字が所得収支の赤字を上回って経常収支が黒字化す

る「債務返済国」となり，さらに貿易黒字の積み重ねによって純債権国と

なると貿易収支と所得収支が黒字化する「未成熟債権国」へと転換する。

その後，経済が成熟すると製造業が縮小して貿易収支が赤字化するが，そ

れ以上に所得収支が黒字であるために経常収支は黒字にとどまる「成熟債

権国」となる。さらに貿易収支の赤字が所得収支の黒字を上回って経常収

支が赤字になると，対外純資産が減少する「債権取崩国」となる（谷沢２００６，

２８２―２８４；経済産業省２００６）。

この発展段階説からみると，貿易収支は赤字だが所得収支の黒字により

経常収支の黒字を維持している日本は「成熟債権国」ということになる。

韓国の場合，貿易収支が大幅に黒字となって「債務返済国」となったのが

１９９８年であり，さらに所得収支が黒字に転換したのがようやく２０１０年になっ

てからである。しかも，その後，所得収支の黒字は拡大していない（図序―５）。

２０１０年代の貿易黒字の拡大は輸出増大によるものというよりも景気減速に

ともなう輸入減少によるところが大きい。２０１６年末から輸出は回復基調に

あるが，先にみたように技術的な課題もあるなかで，今後も大幅な貿易黒

字を計上して対外資産を蓄積し続けることができるかどうかは不透明であ

る。そうすると，現在の日本のように貿易収支が赤字に転換しても所得収

支は大幅な黒字を維持するような「成熟債権国」になるというシナリオを

描けなくなってしまうのである。
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第２節 格差の拡大と高齢者の貧困

以上でみてきたような成長率の低下傾向が持続しているなかで，格差の

問題も韓国社会に深く根を下ろしてしまっている。そもそも格差それ自体

が成長を制約してしまっている可能性もある。第４章で詳しく論じるよう

に，所得格差は１９９７年の通貨危機以降，大幅に拡大し，その後も広がり続

けた。２００８年以降，格差は縮小傾向にあるものの，危機以前の水準には戻っ

ていない。

格差拡大の要因のひとつとして労働分配率の低下が挙げられる。先にみ

たように通貨危機直後から企業は労働コストの抑制に努めるようになった。

他方で企業はそれまでの借り入れに依存した経営に対する反省から内部留

保を積み上げるとともに，資本市場の自由化が進んだ状況下で投資家の資

金を呼び込むために積極的な配当政策に転じた。その結果，労働者に賃金

のかたちで分配される割合は大きく低下することになり，資産をもつ者と

図序―５ 経常収支の対 GDP比

（出所） 図序―１と同じ。
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もたない者のあいだでの格差が広がることになった（カンドゥヨン・イサン

ホ２０１２）。

しかし，格差が拡大したより大きな原因は労働者のなかでの賃金収入の

格差の拡大によるものと考えられる。賃金格差はまず大企業と中小企業の

あいだで生じている。韓国では１９７０～１９８０年代の高度経済成長期から，輸出

は大企業中心，内需は中小企業中心という二重構造が形成されていた（谷浦

１９８９）。この構造はその後も変わらず，２０００年代に入って輸出が好調な一方，

内需が沈滞するなかで大企業と中小企業の賃金格差が拡大していった。大

企業と比べた中小企業（１０人以上）の常用労働者の時間当たり給与水準は，

２０００年の７０．２％から２０１４年には５９．２％まで低下している。

さらに格差を拡大させたのが非正規雇用労働者の増加である。通貨危機

時にリストラを実施した韓国企業は，景気回復後に雇用を増やす際，いつ

でも雇用調整が行えるように，また労働コストを抑えるために正規雇用労

働者を減らして非正規雇用労働者の採用を増やした。輸出大企業のなかで

も造船など労働投入量が多い企業の場合，構内下請けなど非正規雇用労働

者を大幅に増やした。正規雇用労働者に比べて賃金の安い非正規雇用労働

者の増加によって，労働者間の所得格差が広がることになったと考えられ

るのである。

正規雇用労働者の採用減少の影響をとくにこうむったのは若者であろう。

１９９０年代半ばから，大学改革の影響によって大卒者数が大幅に増加した。

しかし，大企業の正規雇用労働者の採用はそれに見合うだけは増加せず，

かといって中小企業の待遇は大企業と比べて悪く，その格差はむしろ拡大

していた。多くの若者があくまでも大企業への就職を望んでいることもあ

り，２０００年代以降，若者の失業率は高止まりを続けており，２０１０年代に入っ

てさらに高まる傾向にある。２０１６年の全体の失業率が３．７％なのに対し，１５

～２９歳の若年失業率は９．８％に達している。直接的な就職活動はしていない

が公務員試験や資格取得の準備をしている就職準備生などを含めた体感失

業率はこれよりもかなり高いとみられている。

韓国の大きな社会問題としてもうひとつ浮上しているのが先にみた急速

な高齢化の進行である。高齢化がとくに問題となっているのは，多くの高
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齢者が当初の職場からの早い引退を余儀なくされる一方，引退後の準備が

十分にできていないことにある。そのため，高齢者が現役の頃のような生

活を維持できずに貧困状態に陥ってしまうケースが極めて多い。図序―６は

所得が平均所得の半分にも満たない，いわゆる「相対的貧困」に陥ってい

る高齢者の比率を OECD各国についてみたものである。韓国の相対的貧困

率は４９．６％と，OECD諸国のなかで際だって高くなっている。

格差や貧困問題の解消・緩和のためには社会保障の充実が欠かせない。

ひとり当たりGDPが２万７０００ドルと先進国水準に達している韓国にとって，

社会的な目標は持続的な経済成長だけでなく，公正な分配と福祉政策の充

実を通じた社会全体での豊かさの享受にもあるはずである。しかし２０１６年

の韓国の社会保障費の対GDP比率は１０．４％とOECD諸国平均の２１．０％の半

分にすぎず，OECD諸国のなかでも最低水準にある。本来，高齢者の生活

を社会的に支えるはずの公的年金の場合，国民年金制度が導入されたのが

１９８８年と遅いために受給対象年齢となっても受取額が少なかった上に，未

加入者自体がいまだに多い。そのために高齢者の貧困化を食い止めること

ができていないのが実情である。急速な成長に社会保障の整備が追いつか

ないまま，韓国ははやくも低成長と高齢化の時代を迎えてしまっている。

図序―６ 高齢者の相対的貧困率

（出所） OECD Data（https://data.oecd.org）.
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第３節 本書の構成

以上でみてきたように，現在の韓国は低成長の克服，さらには社会的格

差や貧困の是正といった課題を抱えている。これらの課題について，最新

の経済動向や政策をふまえつつ，分野別に掘り下げて明らかにしようとい

うのが本書の目的である。ここであらかじめ本書の内容を要約して紹介し

ておきたい。

本書前半では経済面での低成長とその克服のための課題について，とく

に産業競争力に焦点を当てて論じる。

第１章「韓国の輸出主導成長とその変容」では，マクロデータ，貿易デー

タをもとに韓国の成長パターンと競争力の変化を分析している。２０００年代

に入ってから韓国は内需の不振を輸出がカバーしていたが，その結果，外

的ショックの影響をより受けやすい経済構造になっている。製品別には自

動車や機械などが貿易黒字を稼いでいるが，価格競争力によるところが大

きい。情報通信機器，造船などの貿易黒字は非価格競争力によるものだが，

中国などの追い上げや海外生産の拡大によって黒字幅は縮小しており，今

後に不安を残している。地域別には中国，ASEAN向けでは非価格競争力を

背景に黒字を拡大し，長年の懸案であった対日貿易赤字も縮小させている。

しかし，対米黒字は依然として価格競争力によるものであり，対 EU貿易は

赤字に転換するなど，総じて対先進国貿易には課題が残っている。

第２章「IT 産業の環境変化と韓国企業の競争力」では１９９０年代から韓国

産業を牽引してきた IT産業の競争力について論じている。２０１０年代に入っ

て韓国の IT 産業の生産の伸びは鈍化しているが，これはおもに携帯電話端

末と LCDの不振によるものである。不振の原因としては海外生産の拡大と

中国の急速な追い上げが挙げられる。韓国が依然として高い競争力を誇っ

ている半導体についても中国政府が重点的に育成を図っており，韓国企業

が今後もその地位を維持できるか不透明である。課題は新たな成長の牽引

役となる製品を生み出すことであり，そのためには従来の大企業以外の新

たな企業の勃興・成長が不可欠である。しかし，これまでの「圧縮型発展」

の過程で生み出された構造的な企業間格差の大きさゆえにそれは容易では
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ない。

第３章「重化学工業の競争力と構造調整の課題」は，従来型の重化学工

業，具体的には造船，鉄鋼，化学の競争力について論じている。韓国のこ

れらの産業は２０００年代以降，新興国を中心とした市場の拡大により急成長

を遂げてきた。しかし，２０１０年代に入って新興国市場の成長が鈍化する一

方，中国企業が急速に台頭してきたことにより，成長にブレーキがかかっ

た。その結果，１９７０年代後半以降の日本の重化学工業と同様に構造調整の

必要性が政策的課題として浮上している。しかし，企業整理などハードラ

ンディングのシナリオは地方経済への影響が大きく，合併や設備調整といっ

たシナリオは企業間の調整が難しく容易ではない。長期的には汎用品の少

品種大量生産から製品の多様化や高付加価値化が不可欠だが，そのために

は，圧縮成長の過程で等閑視してきた，経験の蓄積に立脚した設計能力の

向上が大きな課題となっている。

第４章から第６章までは社会的な課題について，格差・貧困問題への高

齢化のインパクト，格差の大きな要因のひとつである非正規労働，そして

セーフティネットとしての社会福祉を中心に論じる。

第４章「高齢化と所得格差・貧困・再分配」では急速な高齢化にともなっ

て所得不平等の悪化や貧困率の上昇が生じている事実を，データをもとに

確認する。そのうえで格差と高齢者の貧困拡大の要因について以下の三点

を指摘している。第一に，韓国では伝統的に存在していた「高齢者は家族

に扶養義務がある」という意識が急速に薄れており，そのため高齢者のみ

の世帯が増加するとともに，現役世代から引退世代への私的移転も減少す

る傾向にある。第二に，私的移転が不十分な状況のなかでは年金その他社

会福祉による公的移転で支えることが必要だが，韓国では制度導入から間

もないこともあり，再分配は不十分な状況である。第三に，私的・公的移

転に頼れない以上，高齢者は自ら働いて所得を得るほかないが，その多く

は不安定な自営業や単純労務職なのが実情である。このことから本章は格

差・貧困問題の解消のためには社会保障や再分配政策の機能強化と労働市

場や雇用制度の改善が必要であることを強調している。

第５章「非正規雇用労働者の動向と労働条件」は通貨危機後の格差拡大

序章 低成長時代を迎えた韓国
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の大きな要因となっている非正規雇用労働者の動向を追っている。韓国で

は非正規雇用労働者の労働条件の保護・強化と正規雇用への転換を促進す

るために２００７年に非正規職保護法が施行された。施行以後，とくに男性中

年層において有期契約から正規雇用への転換がみられるなど一定の成果が

みられた。全体の労働者に占める正規雇用労働者の比率も低下しているも

のの，非正規雇用労働者の絶対数は増加を続けている。とくに失業に苦し

む青年層，家計補助の必要に迫られた女性の中高年齢層を中心にパート労

働者が増加している。さらに本章では，非正規雇用労働者の給与など労働

条件が正規雇用労働者と比べて依然として大きな格差があることを問題点

として指摘している。

第６章「低成長・高齢化時代における社会保障制度の現状と今後のあり

方」は韓国の社会保障制度のなかでも貧困や高齢化とのかかわりが大きい

公的扶助，公的年金，公的医療保険，老人長期療養保険（日本の介護保険に

相当）について，各制度の概要と改革の方向性についてまとめている。通貨

危機以降，韓国の社会保障制度は急速に整備されて制度の導入だけをみれ

ば先進国の水準に達している。しかし，給付水準は低い状況にあり，制度

的にもまだ十分に整備されていない領域が少なくない。健康保険では自己

負担が高い上に看病費用など非給付分野も残されている。年金の場合，国

民年金の給付水準の低さや未加入者の多さを補完するために，新たに基礎

年金制度を導入した。しかし，この年金の給付額も貧困を解消するには十

分とはいえないのが実情である。社会保障の給付水準が低いもうひとつの

要因としては「財政支出の最小化」という韓国政府の方針によるところも

大きい。今後，高齢化のさらなる進展によって社会保障費の増大は避けら

れないが，低成長時代に入って税収の大幅な増加は期待できない。給付水準

と財源の問題は韓国においても大きな政治イシューとなっていくであろう。

おわりに――「圧縮型」成熟過程にいかに対応するか――

韓国の経済発展は，先進国が要した期間よりもはるかに短期間で達成さ
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れた「圧縮型発展」と称されるものであった（渡辺１９８２）。２０１０年代頃になっ

て産業競争力では先進国へのキャッチアップが終わろうという段階に入り

つつあるが，早くも後発の大国である中国の急速なキャッチアップに直面

している。しかし，次のステップに進むための十分な技術を蓄積している

とはいえない。他方で，経済発展が「圧縮型」であったために少子高齢化

も急速に進行しており，このことも成長率を低めてしまっている。少子高

齢化に対応するためには社会保障の充実が不可欠だが，高齢化のスピード

の速さに制度の整備が追いついていない。しかも制度が整う前に早くも財

源問題が重くのし掛かるようになっている。発展過程が圧縮されたもので

あったがゆえに成熟過程も圧縮されたものとなってしまい，さまざまな領

域で蓄積や準備が十分でなく苦慮しているのが現在の韓国の姿といえるだ

ろう。

それでは今後，韓国はどのように問題を解決していくべきなのであろう

か。本格的な政策提言については今後の課題としたいが，そこで重要とな

るのはやはり日本の経験であろう。日本も欧米諸国に比べればその発展過

程は「圧縮型」であり，日本は韓国に先立って１９９０年代に産業競争力にお

けるキャッチアップの終了や人口ボーナスから人口オーナスへの転換を経

験してきた。そこから噴出してきたさまざまな課題，まさに「課題先進国」

としての日本の経験は，韓国にとっては大きな参照軸となるであろう（小宮

山２００７；末廣２０１４，２１９―２２１）。韓国の場合，日本よりも成熟過程が圧縮され

ているがゆえに問題は大きいかもしれないが，韓国は日本の経験から学べ

る「後発性の利益」もあるといえる。

そのような政策的な試みは部分的ではあるがすでに表れている。たとえ

ば第３章で論じる韓国の構造不況業種の構造調整政策は，日本の１９７０～１９８０

年代の産業内調整策と２０００年代の企業の事業再編促進策をセットにしたも

のになっている。また第６章で紹介する老人長期療養保険制度の場合，２０００

年に導入された日本の介護保険制度をひとつのモデルとして，２００８年には

正式に制度をスタートさせている。それぞれ日本の政策をみて，それを圧

縮して，あるいは早めに手を打つかたちで韓国は政策対応を行ったといえ

るだろう。また高齢化対策については，２０１０年から日本と韓国，さらに同

序章 低成長時代を迎えた韓国
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じく高齢化が進行している中国の３カ国政府によって毎年「日中韓高齢化

セミナー」が開催され，高齢化への各国の取り組みに関して議論が行われ

ている。今後，日韓のあいだで問題解決のためのさまざまな対話が進むこ

とを願ってやまない。

〔注〕
�１ 韓国では現在も「甲」「乙」という言葉を上下，優劣の表現として使うことが多い。
「金の匙，土の匙」は裕福な家に生まれることを指す英語の“born with a silver spoon
in one’s mouth”から来ている。
�２ 家計所得が伸びないため，家計の負債は増加した。家計負債の対可処分所得比は
２００６年の１１２％から２０１６年には１５１％まで上昇している。このことがさらに民間消費
を冷え込ませていると考えられる。

�３ 人口動態の需要面の影響について，人口ボーナスから人口オーナスへの転換とバ
ブルの生成・崩壊が時期的に符合することが指摘されている（西村２０１２）。日本の
場合，１９８０年代後半の住宅バブルの発生はまさに戦後のベビーブーム世代（１９４７～
１９４９年生まれ）が４０歳を迎え，競ってマイホーム購入を行ったことによる住宅建設
ラッシュによるところが大きく，その後，マイホーム購入適齢期の人口が減少して
バブルが崩壊することになった（藻谷２０１０，１２３―１２８）。韓国においても２０００年代前
半から半ばに１９５５～１９６３年生まれのベビーブーム世代が住宅購入適齢期となったた
めにアパート需要が急増した。その結果，アパート価格が首都圏を中心に急速に上
昇し，住宅建設ラッシュが生じた。注�２で述べた家計負債の増加は，この住宅ブー
ムを契機としていた。しかし，その後，一転してアパート価格は低迷し，ソウル市
で一部価格が急騰した地域は大きく落ち込むことになった。これにより建設投資が
冷え込むとともに，アパート価格の下落による逆資産効果を通じて消費も悪影響を
受けた可能性がある。

�４ ただし，たとえば日本の場合，技術輸出の多くは日本企業の海外現地法人からの
ロイヤリティの受取である。こうした受取をどの程度技術蓄積の反映ととらえるか
は慎重な検討が必要である。

�５ 韓国銀行の推計によれば，技術進歩率を示す総要素生産性の伸びは２００１～２０１０年
には年平均１．７％であったが，２０１１～２０１４年は０．８％と大幅に鈍化している（キムド
ウァン・ハンジンヒョン・イウンギョン２０１７）。
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